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1． はじめに 

 

平成 29年 12月に「落石対策便覧」1)(以下,「便覧」

という）が改訂され，山間部の道路脇コンクリート

擁壁頂部等に設置する一般的な従来型落石防護柵以

外の落石防護柵については，実物実験により要求性

能に対する性能検証が必要とされ，その方法が規定

された．現状，従来型落石防護柵が対象としていな

い 150～3000kJの高いエネルギーを持つ落石に対し

て開発した高エネルギー吸収落石防護柵（以下，「高

エネ柵」という）は，表－1 の便覧の実験条件に従

い，開発各社において実物実験による性能検証が行

われている．一方で，実設計における高エネ柵の設

置条件には多様性があり，特に柵高，スパン幅，落

石衝突位置に対して実験で全てを網羅することは難

しい．そこで，便覧では性能確認実験と異なる設置

条件の性能検証について，部分的な実験や実物実験

での性能確認実験を含む，複数の実験との整合性を

確認した数値解析的手法等を用いて補完することと

している． 

本研究は自立支柱式の高エネ柵のうち，特に高耐

力，高靱性を持たせた支柱を使用する支柱強化型 2)

高エネ柵を対象として，実設計で使用するために実

施した数値解析的手法までの流れとその結果につい

て述べる． 

 

2．支柱強化型高エネルギー吸収落石防護柵の概要 

 

対象とする支柱強化型高エネ柵は構成する主要

部材の変形能に期待して落石エネルギーを吸収する

防護柵である．概要図を図－1 に示し，変形能を期

待する主要部材とその役割を以下に述べる．  

(1)支柱 

地中や擁壁等に固定した支柱は，高耐力・高靱性

を担保するために図－2 のように構造用鋼管の内部

に鉄筋を配置し，コンクリートを充填した充填鋼管

柱である．落石時にワイヤロープから伝わる落石エ 

 

表－1 実験供試体および実験条件 

項 目 内 容 

供試体 
構造体の標準的外形寸法の実物大

を原則とする． 

スパン数 3スパン（支柱 4本）を標準とする． 

支柱間隔 

任意とする．ただし供試体の延長

が現地における最低設置延長とす

る． 

実験方式 
斜面滑走式，転落式，振り子式，

鉛直落下式等 

重錘形状，材質 
多面体コンクリート（密度 2,300～

3,000kg/m3）を基本とする． 

衝突速度 25.0m/sec以上を標準とする． 

入射角度 阻止面に対し垂直を基本とする． 

衝突 

位置 

水平方向 スパン中央を基本とする． 

鉛直方向 
実験精度を踏まえ鉛直高さ中央か

ら最大衝突高さの間で設定する． 



ネルギーにより支柱が塑性変形することでエネルギ

ーを吸収する． 

(2)ワイヤロープおよび緩衝装置 

支柱間に張設されたワイヤロープは，1 本のワイ

ヤロープを隣接する 2本の支柱に巻き付けて環状と

し，その重合箇所には一定の張力が作用するとスリ

ップする摩擦型の緩衝装置（図－3 参照）を設置し

ている．スリップ張力×スリップ量により落石エネ

ルギーを吸収するとともに，支柱へ伝達する荷重を

制御する役割も持っている． 

(3)金網及び間隔保持材 

金網はひし形金網を用いている．ひし形金網は素

線交点が 1回の捩れによりルーズに絡んだ状態にな

っており変形能に優れており，この変形能により落

石エネルギーを吸収する．また間隔保持材とともに

ワイヤロープの間隔を一定以上開きにくくする間隔

保持機能を有している． 

 

3．本研究の流れ 

 

本研究のフロー図を図－4 に示す．支柱強化型高

エネ柵に使用する各主要部材について特性確認試験

と，特性確認試験をモデル化した数値解析を行い，

両者の結果を比較して各主要部材の数値解析モデル

を検証する． 

その後，支柱強化型高エネ柵の実物実験結果と主

要部材の数値解析モデルを組み合わせた支柱強化型

高エネ柵の数値解析を行い，支柱強化型高エネ柵で

は特に重要視される張出量の結果を比較した． 

本論文では解析に用いる素材自体の特性値につい

てはミルシート等の素材試験結果で確認することか

ら省略する．なお，本研究の数値解析は ANSYS社

の LS-DYNA を用いている． 

 

4．主要部材の特性確認試験と数値解析 

 

4.1 支柱 

(1)特性確認試験方法と数値解析モデル 

 支柱の特性値を曲げ性能とし，図－5 に示すよう

に 4.0mスパン単純支持の 3点曲げ静的曲げ試験を 

実施した．一方で数値解析に使用する支柱のモデル

は図－6 に示すように鋼管と鉄筋コンクリートをそ

れぞれ弾塑性体の梁要素とし，節点を共有させるこ

とで充填鋼管全体をモデル化した．荷重作用および 

 

図－1 支柱強化型高エネルギー吸収落石防護柵 

 

 

図－2 支柱の構造 

 

 

図－3 緩衝装置の概要 

 

図－4 本研究のフロー 
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表－2 緩衝装置の性能確認試験
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4.3 金網 

(1)性能確認試験方法と数値解析モデル 

金網の特性値を面内方向の引張荷重－変位関係と

し，図－9 のように金網の片方の端部を FIX 側，他

方の端部を MOVE 側とし，MOVE 側に引張荷重を

与え，金網の面内方向の変位量を求めた．固定側の

ボルトの数を 7,9,11本と変化させて試験した． 

一方で，図－10の通り金網は 2種類のモデル化を

行った．1 つは，実際の金網を模擬し，複数本の鉄

線を 3次元的に加工して編んだひし形金網形状を忠

実に再現したモデル（以下，模擬モデルという），も

う一つは，モデルの簡略化を目的として鉄線と鉄線

の交点を剛結合としてモデル（以下，簡易モデルと

いう）である．簡易モデルを例に数値解析の境界条

件の設定を図－11 に示す．試験の FIX 側に当たる点

を固定点とし，MOVE 側は試験の固定ボルト数と同

数の点を強制変位させ，固定点の反力から金網に作

用した引張荷重を求めた．なお，試験装置の都合に

より実験での変位量は 350mmまでとなっている． 

(2)金網モデルの検証 

 図－12は金網の静的引張試験結果を点線，模擬モ

デル数値解析結果を実線，簡易モデル数値解析結果

を破線で示している．固定点の数に関わらず金網の

引張荷重－変位関係は試験と両モデルの数値解析結

果とほぼ一致する．模擬モデルは要素同士の接触が

多いため解析コストが大きく，数値解析に時間が掛 

 

 

図－9 金網面内方向引張試験 

 

図－10 金網のモデル化 

（左が模擬モデル，右が簡易モデル） 

かってしまう一方で，簡易モデルは解析コストが小

さいながら模擬モデルと同等のレベルで評価できる

と考え，簡易モデルを金網のモデルとして採用する

こととした． 

 

 
図－11 解析における境界条件 

（左が特性確認試験，右が簡易モデル） 

 

 
図－12 金網の面内方向引張荷重－変位関係比較 

（上から固定点が 11,9,7 本） 
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5．構造物としての実物実験と数値解析の比較 

 

5.1 実物実験と数値解析モデル 

実物実験は表－1 の実験条件に合わせ，鉛直落下

式で 4種類の落石エネルギーについて実施した． 

一方で支柱強化型高エネ柵の数値解析モデルは 4.

でモデル化した主要部材を組み合わせて作成し，実

験条件と同様に鉛直落下式で 4種類の落石エネルギ

ーについて解析した． 

 

5.2 支柱強化型高エネ柵の張出量に対する検証 

主に道路脇に設置される支柱強化型高エネ柵の設

計では，落石衝突時に張出した金網等が道路の建築

限界を侵さない位置に設置することが求められる．

そのため，実設計では数値解析結果に求められるの

は捕捉の有無は当然であるが，張出量が重要視され

ることが多い．張出量に着目した実物実験結果と数

値解析結果を図－13 および表－5 に示す．図－13 の

重錘停止時の変形形態は数値解析により得た画像と

比較して違和感は無く，良くシミュレートできてい

るのではないかと考える．実際に張出量を比較した

表－3 では解析値／実験値がケース D を除き，概ね

±7%に収束している．ケース D については若干誤差

の増加が見られるが，間隔保持材本数が他のケース

より大幅に増加していることから，誤差が累積され

やすい傾向にあるのではないかと考える．いずれに

せよ，張出量に関しては安全率を乗じて安全側に設

計を担保できるレベルであり，便覧に示されている

数値解析的手法として耐え得るものであると考える． 

 

 

  

1) ケース A（256kJ） 

  

2) ケース B（503kJ） 

  
3) ケース C（973kJ） 

 

4) ケース D（1255kJ） 

a) 実物実験 b) 数値解析 

図－13 実物実験と数値解析の最大張出状況比較



表－3 実物実験と数値解析の張出量比較 

 

 

6．まとめ 

 

本論文のまとめは以下の通りである． 

・便覧に示される実物実験を補完するための数値解

析的手法として LS-DYNA による計算を試みた． 

・部材の数値解析モデル化は個別の特性確認試験結

果を基にできるだけ簡易化した結果，模擬モデル

とほぼ同等の結果を得られた． 

・数値解析結果より支柱強化型高エネ柵への落石衝

突時の張出量は安全率を乗ずることで設計に用い

ることができると考える． 
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A B C D

256kJ 503kJ 973kJ 1255kJ

3.0m 3.0m 3.0m 3.0m

5.0m 5.0m 6.0m 5.0m

スパン位置 中間 中間 中間 中間

スパン内 中央 中央 中央 中央

①実験値 2.1 2.3 2.864 2.93

②解析値 2.178 2.149 2.668 2.666

②／① 103.7% 93.4% 93.2% 91.0%

誤差 3.7% -6.6% -6.8% -9.0%

落石エネルギー

ケース

落石位置

スパン長

柵高

張出量


